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◎ 郊外大型店規制は現行手法で＝まちづくり３法で論点整理案－経産省審議会

　まちづくり３法（中心市街地活性化法、都市計画法、大規模小売店舗立地法）の検

証を行っている産業構造審議会（経済産業相の諮問機関）流通部会と中小企業政策審

議会（同）商業部会の合同会議は、３法のこれまでの成果や問題点と今後の方向性に

ついて論点整理案をまとめた。懸案の郊外大型店の立地規制について、都市計画法な

どの用途指定による現行のゾーニング手法で対応すべきだとする一方、複数の自治体

にまたがる広域調整の必要性も指摘。また、自治体の中心市街地活性化策に対する国

の補助は、自治体の取り組みを精査して「選択と集中」が必要としている。

　論点整理案では、▽人口減少に対応した都市インフラのコスト抑制▽商業だけでな

く住宅やオフィス、公共施設などの市街地への集約▽関係者を巻き込んだ商業機能の

活性化―などを議論の基本的方向性として挙げ、市町村に対して「コンパクトなまち

づくり」の推進を求めた。

　郊外大型店の立地規制に関しては、国が店舗面積や営業時間などで大型店の出店を

調整していた旧大規模小売店舗法に代わり、現行の大店立地法が２０００年に施行さ

れた。これにより、大型店の立地規制は都市計画法などの用途指定によるゾーニング

的手法で行われることになった。

　論点整理案は、特別用途地区制度など市町村権限を拡大した都市計画法がほとんど

使われていないとの問題点を指摘しながらも、郊外大型店の立地規制は「引き続きゾ

ーニングで対応すべきではないか」としている。ただし、市町村が大型店を計画的に

配置しても周辺市町村が別の大型店を誘致すれば意味がなくなる恐れがあるとして、

広域調整の仕組みの必要性を指摘した。

　まちづくり３法の見直しは、国土交通省や自民党でも議論されており、論点整理を

議論した経産省の合同会議には国交省側の担当者もオブザーバーとして出席し、「今

のゾーニングは規制そのものが緩く、都市の膨張を前提としている」などとして、広

域化を含めて大幅に見直す考えを示した。

　論点整理案ではこのほか、中心市街地活性化について、市町村が策定する計画が補

助金を目的として総花的になっていたり、国が計画を十分評価せずに支援していたり

していると指摘。「真に総合的な計画に対して『選択と集中』により優遇的支援を行う

べきではないか」と問題提起した。（了）（２００５年６月９日／官庁速報）
















